
令和８年度公益財団法人堺市公園協会 事業計画 

 

Ⅰ 公益目的事業 

1  堺市はなみどり基金事業 

  都市緑化を推進するための事業として、市民が行う緑化活動の支援及びその

財源となる堺市はなみどり基金の啓発を行う。 

（１）  地域緑化活動支援 

①  みどり活動支援 

  地域緑化活動団体等に対して、園芸資材、肥料、用土等の資材提供を

行い、自主活動へと発展する支援を行う。また、活動者の人材育成とし

て研修会等を開催する。 

②  記念樹配付 

  緑化意識の向上及び民有地緑化の推進を目的として、市民に対し人生

の節目を祝う記念樹の配付を行う。 

（２）  花のボランティア活動促進 

  花のボランティア“花いっぱいゃさかい”が種から育てた草花で地域の花

飾りを行う緑化活動を支援し、園芸資材等の提供等の活動サポートを行う。 

（３）  堺市はなみどり基金啓発 

  堺市はなみどり基金機関紙「緑の瓦版」を作成し、堺市はなみどり基金へ

の寄附の呼びかけ、市民緑化活動や花と緑に関連する情報の発信及び啓発を

行う。 

 

2   緑化普及啓発事業 

  花や緑に対する市民の意識向上や活動に取り組むきっかけとして、堺市公園

協会や公園等を活用した講習会、自然体験学習、イベント等を市民協働により

実践する。 

（１）  活動支援 

① 自分たちで計画した緑化活動を行っている市民団体等に対して、技術

研修や広報活動で支援する。また、広報活動等を行うにあたり、企業参

画を呼び掛ける。 

② 市民の緑化意識を高め、地域における花と緑あふれる都市環境の形成
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を推進するため、各区役所等に「緑化相談コーナー」を設置する。 

（２）  体験学習等 

① 地域における花と緑あふれる都市環境の形成を推進するため、花と緑       

に関する講習会を希望する自治会や緑化に関するボランティア団体等に対

し、講師の派遣を行う「出前講習」を実施する。 

② 地域における花と緑あふれる都市環境の形成に取り組む活動者を育成

するため、園芸基礎知識の習得に向けて「園芸連続講座」や「受講生によ

る発表会」を実施する。 

③  自然環境の大切さを感じてもらうことを目的に、市街地にある堺市都

市緑化センター内でホタルを育て、協力団体とともに観賞会を開催する。 

（１）  各種共催・協賛等 

 堺市と共催する堺市緑化祭等に参加し、都市緑化に対する意識の向上や

普及啓発を図るための展示や花と緑に関する相談コーナーを設置する。 

（２）  その他花と緑に関する情報発信 

①  公園活用や花と緑に関連する情報の発信や啓発を行う。 

② 堺市内にある古墳や史跡等の歴史遺産及び古樹名木を訪ねてきたコー

スをホームページ上に掲載し紹介する。 

（３）  その他事業 

公園等で緑化の普及啓発となる催し等を開催する。 

 

3   公園愛護会活動支援事業 

  堺市公園愛護会の運営を行い、市民の公園愛護精神の意識醸成に努めるとと

もに、愛護活動の活性化を図るため、公園愛護活動団体に必要な活動支援を行

う。 

  活動支援として、公園愛護活動に必要な資材・機材を貸与するとともに、技

術講習等を行い、市民力を活かした活動を促進する。加えて愛護活動ＰＲ看板

の設置、公園利活用の促進、地域イベント等への参加、活動団体間の交流を行

い、愛護活動の啓発を実施する。 

  また、校区代表者等との連携や企業等の協力も展開しながら活動の充実を図

る。 

4   花と緑の市民協働事業 
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地域ボランティアや各団体の協力による、花と緑あふれる都市環境の形成を

推進する。また、業務の啓発を行うにあたり企業参画を呼び掛ける。 

（１）  市民組織支援 

市民協働による緑あふれる都市環境の形成を推進するため、大仙公園

「平成の森」にて森づくり活動を行っているボランティア団体の運営をサ

ポートする。 

（２）  市民花壇等管理 

 主要駅前広場等のフラワーベースやハンギングバスケットの維持管理を

市民や企業、各種団体、学校等との連携・協働を図りながら実施すること

で、花と緑あふれる都市環境の形成を推進する。 

（３）  緑化祭運営 

１０月の都市緑化月間において、緑化推進及び緑の保全の普及啓発・顕

彰に関する催しとして、市民やボランティア団体、学生、企業の協力を得

て、緑化祭の運営を行う。 

 

5   公園等管理運営事業 

大阪府内の公園等において一部の管理運営を行う。 

（１）  原池公園管理運営事業 

①  公園利用者を楽しませる花壇づくり等を市民協働で行う。 

②  公園内の「池」の水面や水辺を、自然な手法で池の浄化を行うこと

等により、綺麗な水と花と緑で彩るように修景し緑化を図る。 

（２）  府営大泉緑地花と緑の相談所運営事業 

府営大泉緑地内にある花と緑の相談所を運営し、相談、講習会、展示会

及びイベントを行う。 

（３）  堺市大仙公園日本庭園指定管理業務 

日本庭園内でイベントを実施することにより普段利用の少ない方にも来

園いただき、日本庭園の啓発を図る。 

大仙公園内他施設との連携によるイベントを開催し、施設の相互利用促

進、サービスの向上を図る。 

 

（４）  その他 
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大阪府内の公園等の一部を管理運営する。 

 

 

Ⅱ 収益事業等 

1   駐車場運営等事業 

公園利用者の便益を図るため、駐車場の運営や自動販売機の設置等を行う。 

（１）  駐車場 

  大仙公園、金岡公園及び大浜公園利用者の便益を図るため、有料駐車場

の運営を行う。 

□大仙公園(第１駐車場、第２駐車場、第３駐車場、西駐車場）※西駐車場

はR8.5月中旬閉鎖 

□金岡公園(南駐車場、北駐車場） 

□大浜公園(大浜公園駐車場、野球場駐車場） 

  荒山公園駐車場については、梅及び桜の花見による周辺道路での違法駐

車の防止および交通渋滞緩和のため、２月上旬から４月上旬まで有料駐車

場として管理を行う。 

□荒山公園(第１駐車場、第２駐車場、第３駐車場、臨時駐車場） 

駐車場使用料 

 

大仙公園・金岡公園・大浜公園 

車種 使用料 

バス･マイクロバス １日１回        １，０００円 

普通乗用車・小型乗用車・ 

軽自動車 

最初の２時間まで   ２００円 

１時間を超える毎 １００円追加 

ただし、５時間を超え閉門まで６００円 

 

 

 

 

荒山公園 
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車種 使用料 

大型バス １日１回        ２，０００円 

マイクロバス １日１回        １，０００円 

普通乗用車・小型乗用車・ 

軽自動車 
１日１回            ５００円 

 

（２）  飲食・物販等 

①   飲料自動販売機 

   大規模公園や災害避難場所となるような公園を中心に自動販売機(災

害救援ベンダー）を設 置し、清涼飲料水の販売を行うとともに災害時

には非常用として自動販売機内の清涼飲料水を提供する。 

令和７年度末 設置台数 １０９台 

②   物品の販売等 

  百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産登録にちなんだ古墳グッズ等の

販売を行う。また、樹木の販売及び貸し付けを行う。 

③   杉風舎・売店 

  堺市の友好都市である奈良県東吉野村の物産展示、観光紹介等を行

う施設である「杉風舎」の管理運営を行う。 

（３）  公共施設等の維持管理 

各種団体等からの依頼により、市施設、マンションなどの樹木剪定等を

請け負う。 

（４）  広告協賛等 

公益目的事業の情報誌・イベントのパンフレットの作製等において企業

参画を呼び掛ける。 
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令和８年度公益財団法人堺市公園協会 

収支予算書（損益ベース） 

令和 8 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

   （単位：千円） 

科      目 当年度 前年度 増減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

    基本財産運用益  [1] [1] [0] 

      基本財産受取利息 1 1 0 

    特定資産運用益  [28] [22] [6] 

      特定資産受取利息 28 22 6 

    事業収益  [374,178] [365,313] [8,865] 

      堺市はなみどり基金受託事業収益 12,744 10,674 2,070 

      緑化普及啓発事業収益 70 770 △ 700 

      公園愛護会活動支援事業収益 132,278 127,186 5,092 

      市民協働受託事業収益 66,675 66,769 △ 94 

      公園等管理運営事業収益 24,001 22,451 1,550 

      駐車場事業収益 111,000 110,000 1,000 

      飲食物販収益 20,970 21,060 △ 90 

      請負事業収益 6,400 6,400 0 

      賃貸料収益 0 3 △ 3 

      広告協賛収益 40 0 40 

    雑収益  [190] [405] [△ 215] 

      雑収益 190 405 △ 215 

    経常収益計 374,397 365,741 8,656 

  (2) 経常費用       

    事業費  [371,488] [359,830] [11,658] 

      役員報酬 7,261 7,362 △ 101 

      給料手当 112,418 108,669 3,749 
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   （単位：千円） 

科      目 当年度 前年度 増減 

      賞与引当金繰入額 8,001 7,507 494 

      臨時雇賃金 14,500 13,928 572 

      退職給付費用  4,203 1,995 2,208 

      福利厚生費 1,499 1,532 △ 33 

      法定福利費 22,244 21,423 821 

      旅費交通費 468 216 252 

      通信運搬費  3,049 2,401 648 

      減価償却費 (3,840) (3,819) (21) 

       建物減価償却費 3,020 3,049 △ 29 

       構築物減価償却費 192 192 0 

       機械装置減価償却費 113 112 1 

       車両運搬具減価償却費 0 0 0 

       什器備品減価償却費 421 91 330 

       ソフトウェア償却 94 375 △ 281 

      消耗什器備品費 250 507 △ 257 

      消耗品費 23,471 22,684 787 

      修繕費 3,057 2,110 947 

      印刷製本費 4,325 3,394 931 

      燃料費 1,134 1,159 △ 25 

      光熱水料費 5,599 5,161 438 

      賃借料 28,856 29,133 △ 277 

      保険料 2,305 2,143 162 

      諸謝金 486 522 △ 36 

      租税公課 18,324 17,824 500 

      負担金  304 273 31 

      助成金 45,519 45,943 △ 424 

      原材料購入費 500 330 170 
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   （単位：千円） 

科      目 当年度 前年度 増減 

      委託費 53,735 54,711 △ 976 

      手数料 6,140 5,084 1,056 

    管理費  [2,674] [2,878] [△ 204] 

      役員報酬 588 576 12 

      給料手当 770 836 △ 66 

      賞与引当金繰入額 54 54 0 

      臨時雇賃金 0 0 0 

      退職給付費用 0 0 0 

      福利厚生費 10 11 △ 1 

      法定福利費 168 178 △ 10 

      旅費交通費 32 90 △ 58 

      通信運搬費 29 24 5 

      減価償却費 (756) (760) (△ 4) 

       建物減価償却費 675 682 △ 7 

       構築物減価償却費 44 44 0 

       機械装置減価償却費 26 26 0 

       車両運搬具減価償却費 0 0 0 

       什器備品減価償却費 9 1 8 

       ソフトウェア償却 2 7 △ 5 

      消耗什器備品費 0 1 △ 1 

      消耗品費  23 20 3 

      修繕費 26 18 8 

      印刷製本費 1 1 0 

      燃料費 1 1 0 

      光熱水料費 24 22 2 

      賃借料 66 97 △ 31 

      保険料 11 9 2 
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   （単位：千円） 

科      目 当年度 前年度 増減 

      諸謝金 0 0 0 

      租税公課 1 2 △ 1 

      負担金 4 5 △ 1 

      委託費 24 22 2 

      手数料 86 151 △ 65 

    経常費用計 374,162 362,708 11,454 

    当期経常増減額 235 3,033 △ 2,798 

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益 0 0 0 

    経常外収益計 0 0 0 

  (2) 経常外費用 0 0 0 

    経常外費用計 0 0 0 

    当期経常外増減額 0 0 0 

    他会計振替額 0 0 0 

    税引前当期一般正味財産増減額 235 3,033 △ 2,798 

    法人税等 3,088 4,067 △ 979 

    当期一般正味財産増減額 △ 2,853 △ 1,034 △ 1,819 

    一般正味財産期首残高 306,362 301,467 4,895 

    一般正味財産期末残高 303,509 300,433 3,076 

Ⅱ 指定正味財産増減の部       

    ①基本財産運用益 [1] [1] [0] 

      基本財産受取利息 1 1 0 

    ②一般正味財産への振替額 [△ 1] [△ 1] [0] 

      一般正味財産への振替額 △ 1 △ 1 0 

    当期指定正味財産増減額 0 0 0 

    指定正味財産期首残高 1,000 1,000 0 

    指定正味財産期末残高 1,000 1,000 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 304,509 301,433 3,076 
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